




































































































































































































































































置基準は、教保人員が 2歳児 1クラス16人以下で児童 8人


























































































































































































































































































































1 　 ARC 国別情勢研究会『ARC レポート2010/11　台
湾』2010年、106-107ページ。
2　 行政院「少子女化社会之対策」『人口政策白皮書 





























































辞」『台湾ニュース』2011年 1 月 3 日）。
23　 教育部「十二年国民基本教育実施計画草案諮詢公聴会
手冊」（国民教育司による資料提供）。
24　 内政部戸政司「人口政策白皮書99（2010）−100
（2011）年上半年度執行検討報告」 5ページ。
25　 学童と幼児の活動室を明確に区分し、混合クラスの編
成は許可しない、学童の人数は幼児の人数の 2分の 1、
1クラス30人以内、専用の室内活動室の 1クラスの面
積は学童15人以下30㎡、16人以上60㎡以上、職員配置
は学童20人につき 1人以上など。
26　 これは子どもの安全を守り生活を支援する「福祉」か
ら、自己発見や社会性の発達など学びに力点を置く
「教育」を重視することであり、これもまた米国のア
フタースクールを雛形にしたものであると言える。米
国では、市民ボランティア（NPO）による放課後プ
ログラムが小学校を中心に広く実践されている。
27　 国民教育司「幼托整合方案」『即時新聞』2009年 2 月
10日（http://www.edu.tw/news1/）。
28　 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」2011年 4 月
1 日。
29　 「児童及少年福利機構設置標準」に規定された托育機
構の收托方式は、2012年の法改正により、托嬰中心に
のみ適用されることとなった。
30　 落合恵美子ほか「変容するアジア諸社会における育児
援助ネットワークとジェンダー：中国・タイ・シンガ
ポール・台湾・韓国・日本」『教育學研究』71巻 4 号，
382-398, 2004年、日本教育学会、11ページ。
31　 3 歳未満幼児の母を対象に児童福利聯盟文教基金会が
実施した「2010年台湾地区幼児媽媽（生母）育児現況
調査報告」によれば、「幼児の面倒を誰がみている
か」の問いに対し、妻もしくは夫50.2％、祖父母もし
くは外祖父母32.5％、保母もしくは機構（施設）
14.4％であった。家庭で育てる割合や親族などのイン
フォーマルネットワークを活用して育てる割合が高く、
保母もしくは機構などのフォーマルな制度的乳児保育
へのニーズは低い。この傾向は本調査においてもみら
れている。
32　 行政院主計処「99（2010）年婦女婚育與就業調査結果
綜合分析」5‒6 ページ、「89（2000）年婦女婚育與就
業調査結果綜合分析」6‒8 ページ。
     台湾の高等教育（短大以上）在学率は2010年現在
83.8％で、男性80.8％よりも女性が87.0％と高い（教
育部統計処「教育統計指標之国際比較（2011年版）」
http://www.edu.tw/）。日本の大学・短大等進学率は
2011年現在57.6％（男性58.8％、女性56.4％）（文部科
学省生涯学習政策局調査企画課『教育指標の国際比
較』2012年、11ページ）。
33　 台北市立教育大学「居家式及托嬰中心照顧服務輔導管
理規範之研究」内政部児童局委託研究報告、2008年。
内政部児童局が直轄市、各県（市）政府および中華民
国児童教保聨合総会、中華民国幼教聨合総会、児童福
利聯盟文教基金会、台湾児童曁家庭扶助基金会など全
国レベルで活動する民間団体に送った「托嬰中心設立
許可及管理辦法草案」に係る報告書（討論摘要および
決議）。
34　 台北市政府托育資訊服務網「台北市96（2007）−100
（2011）托児所及托嬰中心評鑑等一覧表」（http:// 
kidstp.npo.org.tw/）。
35　 児童福利聯盟文教基金会「2010年台湾地区幼児媽媽育
児現況調査報告」2010年。
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